「第6７回中小企業団体全国大会」に係る中小企業対策に関する要望

～関東甲信越静ブロック中央会～
＜総合・組織＞　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 1ページ　　
　１．中小企業対策の充実・強化
２．組合等連携組織対策及び中央会支援体制の強化、組合の更なる活用
３. 組合法等制度の見直し
　４．震災復旧・復興、原子力発電所の事故対策等の実施
　５．中小企業者及び官公需適格組合の受注機会の増大と官公需施策の普及・拡大
　６．その他
　　
＜金融＞　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　７ページ　　
　１．中小企業の資金繰り対策の拡充及び柔軟な金融支援の実現
　２．信用組合の地域金融機能の支援強化
３．中小企業倒産防止共済制度の貸付制度の見直し
　４．高度化資金制度の拡充強化、新たな制度の創設
＜税制＞　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ページ　　
　１．中小企業関係税制の改正及び拡充等
　２．事業承継税制度の改正及び拡充等
３．中小企業組合関係税制の改正及び拡充等
４．消費税の税率引き上げに伴う対応措置
＜商業＞　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ページ　　
　１．商店街・中小小売商業に対する活性化支援の拡充強化
　２．大型店等の進出対策及び公正な競争環境の整備の強化
３．中小流通業対策の強化
　４．中小・サービス業に対する支援策
　
＜労働＞　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ページ　　
　１．中小企業の雇用確保と人材育成
２．最低賃金の見直し
　３．社会保障制度・労働保険制度の見直し
　４．外国人技能実習生制度の適正化
＜工業＞　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1９ページ　　
　１．ものづくり・商業・サービス革新事業の継続・拡充
２．環境・エネルギー対策の充実・強化
　３．下請取引の適正化等
総合・組織
１．中小企業対策の充実・強化
【茨城・栃木・千葉・神奈川・山梨・新潟・東京】
（１）国は、我が国経済の根幹を支えている中小・小規模企業が景気回復を実感できるよ
うに、中小・小規模企業をより重視した政策を大胆に講じること。(茨、東)
（２）国は、小規模企業振興基本法に基づき定めた基本計画を確実に実行するとともに、
「中小企業組合」が小規模企業振興施策の政策受容体としての機能を十分に発揮でき
るような措置を積極的に講じること。(山、東)
（３）全国津々浦々の中小企業が景気回復を実感できるよう、地域の活性化・中小企業の
革新等を盛り込んだ改訂「日本再興戦略」を迅速かつ確実に実行すること。(栃)
（４）観光立国実現のために観光対策を確実に実行すること。(千)
（５）中小企業が活力ある更なる成長発展を遂げるため、平成２８年度の予算編成に当た
っては、未だ景気回復感の薄い中小企業・小規模事業者への支援等、中小企業対策予算を更に拡充・強化すること。(千、新)
（６）国は、引き続き、経済政策を進めるとともに、景気回復を中小企業が実感できるよう、政策の一つである「成長戦略」を踏まえ、地方創生の新たな交付金や実効性のある総合経済対策を実施すること。(新)
（７）「地方創生」政策の実行にあたっては、地域経済を支える中小企業・小規模事業者の経営基盤及び競争力の強化を推進するため、地域の特性や実状に則した機動的で柔軟な施策を展開すること。(山)
（８）中小企業の人材確保に資するため、中小企業の技術力や生産性の向上に結びつける
ような仕組み（社会的システム＝企業ＯＢの活用等）を構築するなど、若年労働者の
確保から技術・技能の承継を含めた人材育成や中小企業の技術力の底上げ等がスムー
ズに行われるような支援策を強化すること。(神)
（９）国は、東京オリンピック・パラリンピック大会関連施設の建設をはじめ、道路・交
通網等のインフラ整備、大会関連の物品の調達等において中小企業を積極的に活用す
ること。また、オリンピック・パラリンピックに係る取り組みを行う中小企業組合等
に積極的な助成措置を講じること。(東)
２．組合等連携組織対策及び中央会支援体制の強化、組合の更なる活用
【茨城・栃木・埼玉・千葉・神奈川・長野・静岡・東京】
（１）中小企業連携組織対策を国と地方が一体となって全国一元的に推進できるよう、国の重要な施策の柱として位置づけ、連携・組織化政策を抜本的に強化すること。また、同対策の実施を担う中小企業団体中央会の機能強化に万全の措置を講じること。
(茨、栃、埼、千、神、長)
（２）都道府県に委ねられた中小企業連携組織対策事業費補助金（県中央会補助金）について、相当部分を必ず中小企業振興のための予算として措置がなされるよう国から都道府県への働きかけを強化すること。(茨、千)
（３）中小企業団体中央会の中小企業組織化支援強化のための人材確保、資質向上等の予算措置を含めた機能強化措置を図ること。(静)
（４）中小企業活路調査･実現化事業において、組合等が実施する販路開拓を目的に開催する｢自主展示会｣並びに「開発投資」を補助対象とすること。(静)
（５）全国中央会が所管する小企業者組織化指導事業補助金の補助対象定義及び補助率の見直しを図ること。(静)
（６）中央会の指導対象に生活衛生同業組合法に基づく組合を含めること。（栃）
（７）企業組合をソーシャルビジネスの担い手として位置づけ、普及、浸透させる支援策を講じること。（東）
３．組合法等制度の見直し
【茨城・栃木・千葉・神奈川・山梨・静岡・東京】
(１) 組合設立時の組合員数を「４人から３人」へと緩和できるよう中小企業等協同組合法を改正すること。(栃、千、山、静)　
(２）商店街振興組合及び商店街協同組合における員外理事の要件を緩和すること。
（静）

(３) 員外利用制限の特例を拡充し、特例施設の中に組合会館を追加するとともに、特例利用者を一般公衆のみでなく事業者まで拡充すること。(神、山)
(４) 都道府県の区域を超える異業種組合の所管行政庁を都道府県知事に一元化するこ
と。（千、東）
 (５) 商店街振興組合の発起人数を７人以上から４人以上に、商店街地区に近接してい
る小売・サービス業者３０人以上を１５人以上に引き下げるなど設立要件を緩和す
ること。（千）
(６) 監事の監査期限を大幅に短縮すること。（茨）
(７) 暴力団排除のための規定（排除条項）を「組合員の資格等」「役員の資格等」の条
項に追加すること。（東）
(８) 共済協同組合にあっては「法人組合員の役員及び使用人を組合員とみなす」ことができるようにすること。（東）

４．震災復旧・復興、原子力発電所の事故対策等の実施
【茨城】
東日本大震災からの中小企業復興をさらに加速化させるとともに震災対策に必要な措置を講じること。また、東京電力福島第一原子力発電所事故対策については、迅速に次の措置を講じること。
（１）東日本大震災からの早期復旧・復興を図るため、復興ファンドの拡充、長期低利・
無利子等中小企業の復興融資の拡充など中小企業の立場に立った支援策を引き続き講じ、予算についてもこれを国が負担すること。

（２）震災関連公共工事については、地元企業に優先的に発注を行うとともに、資材価格
や賃金の高騰等実勢をふまえ発注額の適正化、迅速な見直しを行うこと。

（３）東日本大震災等をふまえて、中小企業が策定するＢＣＰ計画策定及びＢＣＰ計画に
基づく施設・設備の整備について、国の支援策を拡充すること。

（４）旅館業の耐震対策は、検査費用、施設の改築等に多大な経費を要し経営を困難とす
ることから助成、融資等特別な支援策を講じること。

（５）事故処理対策の迅速化を図り、出来る限り早期に措置を完了すること。特に汚染水
流出防止対策を早急に講じること。

（６）事故によって生じた全ての直接・間接・風評被害について、誠意をもって継続して
東京電力が賠償を行うよう必要な措置を講じること。

（７）放射能汚染の心配を理由とする旅行・宿泊の取り止めや本県産物の買い控えなど風
評被害の防止を図るため、きめ細かなモニタリング調査を実施し的確な情報提供を行
うこと。また、各種の風評被害防止キャンペーン・ＰＲを実施するとともに事業者が
行う風評被害防止のための各種事業を支援すること。

（８）放射能の除染対策について、国は除染方法を確立し、その責任において自治体と連
携して早期に処理が完了するよう全力を挙げて取り組むこと。

（９）発生した放射性廃棄物の処理については、放射能に対する国民の懸念を払しょくす
るとともに速やかに仮置き場や貯蔵施設、処分場を確保し、早急に処理を行うこと。

（10）国外において、安全な食品等の輸入停止・制限が行われないよう強力な対策を講じ
ること。
５．中小企業者及び官公需適格組合の受注機会の増大と官公需施策の普及・拡大
【茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・神奈川・山梨・新潟・静岡・東京】
（１）公共調達に当たっては、採算性を度外視した低価格入札が行われないようにするため、国等は最低制限価格制度を導入するとともに低入札価格調査制度を厳格に活用することにより、適正価格での発注を行うこと。(茨、埼、千、新、静、東) 
（２）中小企業等の受注機会確保を図るため、分離・分割発注を推進するとともに、地域
精通度・地域貢献度を評価項目として積極的に採用を図ること。（茨、埼、千、静） 
（３）少額随意契約をさらに活用するとともに、その適用限度額の大幅な引上げを図るこ
と。(茨、埼、千、神、山、新、東)   
（４）きめ細かな官公需相談業務を展開するため「官公需総合相談センター」への予算措
置を講じるなど充実・強化すること。(茨)     
（５）国及び地方公共団体は、官公需適格組合制度の周知徹底及び受注機会の増大を図ること。特に地元の中小企業の積極的活用を図ること。(茨、栃、群、埼、千、新、静)
（６）毎年、閣議決定される「国等の契約の方針」に掲げられた「中小企業向け契約目標
額」が確実に実施されるよう、国等の機関に中小企業向けの発注状況をチェック・監
督する組織を設置すること。(埼、山)
（７）物品や資材の政府調達に際し、インターネット上で何度も入札できる「競り下げ方
式（リバースオークション）」は、中小企業者の適正な収益確保を阻害し、事業活動
の継続に悪影響を及ぼす恐れがあるため、即時廃止すること。(埼)
（８）中小企業の受注機会の増大を図るため、組合が取得する官公需適格組合の証明につ
いて、「物品納入等」と「工事」の両方の証明区分を取得できるようにすること。(埼)
（９）工事に伴う資材並びに物品の購入には、更なる県産品の使用を周知徹底すること。（埼）
６．その他
【茨城・群馬・埼玉・神奈川・山梨・新潟・東京】
（１）マイナンバー制度の周知徹底及び支援措置を講じるとともに、制度の信頼性向上とセキュリティ確保など安全対策の強化を徹底すること。(埼、神、東)
（２）国の支援策である「地域産業資源活用事業計画」の認定を受けた事業者等を対象に
新たな支援策として次の措置を講じること。(埼)
① 企業内の人材育成を目的とした支援策を構築すること。

② 広報・販売促進活動のサポートに特化したワンストップ対応型の第３機関を設置すること。
（３）耐震対策における支援策の拡充・診断結果の公表については配慮すること。(新)
① 旅館・ホテル及び共同店舗を営む事業者に対して耐震対策のための診断・設計・改修等にかかる補助制度を対象外事業者に対しても拡充すること。
② 耐震診断結果の公表について配慮措置を講じること。

（４）補助事業等各種申請書類における書類作成の対応等でビジネスチャンスを逸する恐
れを防ぎ、その時に最適な制度を活用して技術の向上及び企業の競争力をアップするため、各種申請書類を極力簡素化すること。(埼)

（５）一般廃棄物及び産業廃棄物の処分について、現行法で定められている基準を弾力的に運用し、効率的かつ再生度の高い処理が行えるよう改正すること。(山)
 (６) 食品産業における製造工程での異物混入等を防ぐためのラインの設備投資等に対
する支援策を講じること。(茨)
（７）急速に進行した円安の是正と為替相場の適正化と安定を図る施策を講じること。
（群、埼）
金　 　融
１．中小企業の資金繰り対策の拡充及び柔軟な金融支援の実現
【茨城・栃木・埼玉・千葉・神奈川・山梨・長野・新潟・東京】
（１）中小企業の金融サポート体制について、引き続き万全の措置を講じるとともに、在庫、売掛債権や知的財産等を担保とする企業活動に対応した動産担保融資制度の創設等社会情勢にあわせた柔軟な金融支援策を行うこと。(茨、栃)
（２）セーフティネット保証制度については、その対象を全業種に拡大して運用するこ
と。(茨、神、山)
（３）地域中小企業の活力を引き出し、事業再生・新事業展開・第２創業等を果たしていくためには、経営支援とあわせた信用保証による資金繰り支援が不可欠であることから、信用保証審査の一層の弾力化を図ること。(茨、長)
（４）商工組合中央金庫が引き続き組織金融の担い手としての役割を果たし、政府系金融機関としてその政策的機能を十分に発揮できるよう措置を講じること。(千、長、東)
（５）事業意欲に溢れる創業者をより多く育成し、また、中小企業の事業転換を促進し、地域経済を活性化するため、政府系金融機関による資金的支援を拡充し、創業や事業転換を行う際の資金調達を円滑にすること。(茨、新)
（６）円安に伴う原材料・燃料等のコスト増に対応した資金需要に万全の措置を講じること。(埼、長)
（７）新たな資金調達方法である動産担保融資制度を広めるために、動産や売掛債権を正しく評価するシステムや動産を処分する市場の確立を推進すること。(東)
２．信用組合の地域金融機能の支援強化
【茨城・山梨・新潟・東京】
（１）信用基盤の確立及び経営体質の強化について全面的な支援を行うこと。(茨)
（２）ゆうちょ銀行の業務範囲拡大は地域金融機関の経営に十分に配慮し、慎重に行うこと。(山、新)
（３）中小企業・小規模事業者の経営実態や信用組合の特性を踏まえた金融検査・監督を実施すること。(茨、東)
３．中小企業倒産防止共済制度の貸付制度の見直し
【栃木・埼玉・千葉・新潟】
（１）貸付金額の１０分の１相当金額が権利消滅する掛金控除制度を廃止すること。

(栃、埼、千、新)

４．高度化資金制度の拡充強化、新たな制度の創設
【茨城・千葉・静岡】
(１) 高度化資金制度の返済期間の再延長を認めること。(静)
(２) 無利息高度化制度の要件拡大を図ること。(静)
(３) 高度化資金制度の借り換え制度を創設すること。（茨、千）
(４) 全国一律で、誰もが平等に活用できる高度化資金制度を実現すること。(茨､静)
(５) 現行貸付金利のさらなる引下げを行うこと。(静)
(６) 津波対策に係る沿岸地域での防災・減災対応並びに内陸部に移転する高度化資金制度を創設すること。(静)
(７) 共同施設事業における個人保証を撤廃するよう高度化資金貸付制度を運営する都道府県に対して指導すること。(静)
(８) 高度化事業案件が実現化のためのアドバイザー制度の導入と初期費用に対する融資制度を創設すること。(静)
(９) 集団化事業の貸付要件を緩和すること。(静)
(10) 高度化資金制度を活用し共同施設設置、集団化・集約化事業を実施した組合等に対する倒産組合員の債務免除、経営環境変化に対応した債務の軽減・免除、相続時の個人連帯保証の解除等事業承継・再チャレンジへの新たな特別対策を創設すること。(茨)
(11) 中心市街地の土地区画整理組合方式、市街地再開発組合方式による市街地環境整備、施設整備にともなう高度化資金貸付制度の新設を図ること。(静)
税　　　制
１．中小企業関係税制の改正及び拡充等
【茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・神奈川・山梨・長野・新潟・静岡・東京】
（１）法人税率引き下げの財源確保のための中小企業関係税制の縮減・廃止は行わないこと。(栃、埼)
（２）法人税率を更に引き下げるとともに、軽減税率の適用年間所得の引き上げ、若しくは撤廃をすること。(茨、埼、千、長、新)
（３）法人事業税の外形標準課税の課税対象を中小企業に拡大しないこと。(茨、栃、埼、神、長、新、静、東)
（４）法人税法上の中小法人の定義を中小企業基本法に従い、資本金３億円以下とすること。(茨、埼、新）
（５）印紙税を廃止すること。(茨、山、新、東)
（６）交際費の全額損金算入の軽減措置を延長すること。(新)
（７）中小企業が海外展開する際の税制措置を講じること。(茨)
（８）中心商店街の土地・建物の固定資産税について軽減措置を講じること。(茨)

（９）ホテル・旅館の建物等の固定資産税評価額算定に当たり、耐用年数の大幅な短縮を図るなど低減措置を講じること。(茨)
（10）対応年数区分の大括り化や法定耐用年数の短縮化の見直しを行うこと。(群)
（11）中小企業に対する事業所税を廃止すること。(新)
（12）軽油引取税の旧暫定税率を廃止すること。（茨、群、新）

(13) 個人消費の拡大を図るため、個人所得税の税率を引き下げること。(山)
（14）中心市街地の魅力ある商店街構築のため、インフラ整備、空店舗への出店促進及び
後継者不足対策について税制優遇措置や財政的な支援を講じること。（新）

２.事業承継制度の改正及び拡充等
【埼玉・千葉・山梨】
(１) 非上場株式等に係る相続税の納税猶予割合については、「８０％」から「１００％」へ引き上げること。(埼、千)
 (２) 雇用確保要件が「５年間平均で８割以上確保」に緩和されたが、現実的には昨今の激しい経済変動の中で、５年間安定して雇用を確保していくことは困難であるため
「３年間平均で５割以上確保」に更なる緩和を図ること。(埼)
（３）事業承継を円滑に進めるために取引相場がなく、換価性のない中小企業の株式の評価について抜本的に見直すこと。(山)　
（４）制度の対象株式が、自社株の発行済議決権株式総数の２／３までとなっているので
上限を撤廃すること。（千）
（５）相続・贈与から５年後以降は後継者の死亡または会社倒産により納税が免除される規定に加えて、民事再生・会社更生・中小企業再生支援協議会での事業再生の場合については、納税猶予額を再計算し、一部免除されるように改正されたが、これを更に５年経過後は納税猶予額を全額免除にすること。（千）
３．中小企業組合関係税制の改正及び拡充等
【茨城・埼玉・山梨・長野・新潟・静岡】
（１）企業組合、協業組合も含めて、中小企業組合の法人税軽減税率を１１％以下として適用所得金額を撤廃すること。(茨、埼、長)
（２）個人の創業と雇用創出を担っている企業組合に対しては、設立後５年間、法人税を免除すること。(茨、埼、静)
（３）団地組合の組合員の倒産等により、団地内不動産を一次取得する場合の登録免許税・不動産取得税について減免措置を講じること。(茨)
（４）中小企業組合の事業活動に必要な寄附金について、被災地の組合を支援する組合及び組合員が出損する義援金を寄附金控除対象とすること。(茨、新)
（５）集団化組合の共有土地評価替えに伴う減損会計を導入すること。(静)
(６) 協同組合等の共同施設の借入金償還に係る賦課金の全額損金算入と協同組合等の共同施設の修理費等を目的に行う積立金の繰り入れについては、全額損金算入できるようにすること。(茨、山)
４．消費税の税率引き上げに伴う対応措置
【茨城・栃木・群馬・埼玉・神奈川・山梨・新潟・東京】
（１）中小企業に過剰な事務負担を強いる軽減税率は、導入しないこと。(埼、神、東)　　　
（２）消費税率１０％の引き上げについては、中小企業に十分配慮し、影響を及ぼすことのないよう、更なる施策を講じること。また、軽減税率を導入する場合は、中小企業者の事務負担等が増大しないよう配慮すること。(茨、栃、埼、新)
（３）納税義務が免除される課税売上高を１，０００万円から５，０００万円へ引き上げること。(茨)
（４）簡易課税制度の適用上限を５，０００万円から２億円に引き上げること。(茨、埼)
（５）石油ガス税やガソリン税などを廃止し、個別間接税に消費税が課されている二重課税を解消すること。(茨、神、山、新)
（６）中小企業の適正な価格転嫁や価格表示の改定が円滑に図られるよう、万全な価格転嫁対策を行うとともに、消費税の表示については、税抜価格を可能とする外税方式の恒久化を図ること。（埼）
（７）消費税法に申告期限延長特例を新設すること。(神)
（８）１０％の消費増税の実施時に住宅取得に係る軽減税率を導入すること。(群）
商　　　業
１．商店街・中小小売商業に対する活性化支援の拡充強化
　　【茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・神奈川・長野・新潟・静岡・東京】
（１）賑わい創出に寄与する地域商店街活性化事業を復活し、単年度のみでなく、複数年度にわたり活用できる事業とすること。また、助成対象団体を意思決定が明確となっている商店街振興組合等の法人組織に限定すること。(茨、栃)
（２）商店街・共同店舗等の空き店舗対策として、入居費、改装費等に対する助成制度を創設するとともに、商店街並びに地元主導型ショッピングセンターにおけるテナント誘致の支援を図ること。(茨、栃、東)
（３）地域課題解決に向けて、「にぎわい補助金」「まちづくり補助金」は成果を上げたことから復活すること。実施にあたっては、協同組合または振興組合等法人組織を対象として拡充を図ること。(長)
（４）平成２６年度に創設された「地域商業自立促進事業」について、平成２７年度は事業内容の見直しが行われたことにより活用し易くなったが、予算の拡充とともに、補助対象事業者を商店街の体をなしている商店街組織や民間事業者に限らず、同一市町村内の商業者のポイントカード協同組合等も対象となるよう改善すること。(埼、千)
（５）国は、魅力ある商店街構築のため既存店舗の改装を含めた空き店舗解消対策、起
業・創業の促進、後継者育成に対する財政的支援を充実すること。(栃、静、東)

（６）｢商店街まちづくり事業｣及び｢地域商店街活性化事業｣の再開とあわせて、申請書類を一層簡素化すること。 (栃、埼、千)
（７）平成26年度補正予算において実施されるプレミアム商品券等、消費拡大策の継続的な実施をすること。(群、神)
（８）安全・安心な地域社会の形成のため、地方公共団体と共に街づくり活動を行えるよう、避難設備や避難情報を的確に発信するための無線LANの整備や、防犯カメラの設置など商店街のインフラ整備に特段の配慮をすること。(神)
（９）外国人観光客受け入れに係る地域ブランド確立と、外国人観光客が安心して買い物
ができるよう、通訳による補助やコンピュータソフトウェアや通訳アプリの開発支援・導入などの施策を講じること。(神)
（10）街なかの商店街等が行う買物弱者対策や、災害時の緊急対応或いは防災・防犯といった取り組みに対する支援を強化すること。(新)
（11）振興組合等法人組織を対象とした「実践活動事業費補助金」等の予算措置を図ること。(新)
（12）有効期限が表示されていない商品券について、発行後一定期間回収されない場合、消滅時効が成立するようにすること。(新)
（13）共同店舗組合が空き区画の改修、内外装の補修、耐震補強を行うための補助金制度を創設すること。(栃、新)
（14）商店街等が利用できる販売促進に関する補助金について、連携しているポイント・商品券等を発行する事業協同組合も利用できるよう補助対象先を拡大すること。(新)
（15）商店街や共同店舗等が観光産業と連携して地域活性化に取り組めるよう、外国人観光客向け免税店の拡大と申請の簡素化、支援体制の充実強化を図ること。(長、新)
２．大型店等の進出対策及び公正な競争環境の整備の強化
　　【茨城、埼玉、東京】
(１) 大型店等の進出は、地域商店街の運営に大きな影響を及ぼすため、その進出に当たっては、地元商店街の声を十分反映すること。(埼)
(２) 公正取引委員会は、公正な競争確保のために「不当廉売」「差別対価」に関して業種別ガイドラインを作成し、厳格な運用と監視を強化するとともに、違反を行っていた事業者には厳正な措置を講じること。（茨、埼、東）
３．中小流通業対策の強化
　　【茨城・新潟・東京】
（１）中小流通事業者の厳しい経営環境を踏まえ、高速自動車国道の割引制度について、次の措置を講じること。(新、東)
①「大口・多頻度割引制度」の割引条件である「契約者単位の１台当たりの月額平均利用金額」を「３万円超」から「２万５千円超」に引き下げること。
②「大口・多頻度割引制度」における自動車1台ごとの高速道路利用額の割引率については現行の割引率を継続延長すること。

③ ETCコーポレートカードによる大口・多頻度割引の激変緩和措置による割引率を継続すること。
（２）円安等を要因とする燃料価格の高騰等で苦しむ中小運輸業の健全かつ安定した経営実現のための支援を強化するため、高速道路料金などの大口・高速多頻度割引を補正予算による支援から恒久的な支援へと改めること。(茨)
（３）道路運送法における貸切バスの営業区域規制の緩和や通訳案内士以外の者による「特例ガイド」の適用拡大など外国人観光客誘客のための環境整備のための支援施策の創立を図ること。(茨)
４．中小・サービス業に対する支援策

【栃木】
（１）日本経済の７割を占める主要産業である中小サービス業の生産性向上の推進を図る
支援策の充実・強化を図ること。(栃)
労　　　働
１．中小企業の雇用確保と人材育成

　【茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・神奈川・長野・新潟・静岡・東京】
　
（１）地域中小企業の人材確保、定着を支援する労働対策の推進を図ること｡(栃､千､新)
（２）働き手確保のための就業環境の整備を行うこと。(神)
（３）若年層の雇用促進と採用意欲の高い中小企業とのマッチング事業を継続すること。また、地域中小企業の人材確保・定着支援事業を拡充・強化するとともに、地域大学等と中小企業の連携によるキャリア教育を推進すること。(神)
(４) 職別工事業等における各種技能士資格の国家資格化と技能士の活用を図ること。(群)
（５）地域中小企業・小規模事業者人材確保支援事業、地域中小企業・小規模事業者ＵＩＪターン人材確保等支援事業の２７年度採択中央会の次年度以降の引き続きの採択、並びに２８年度の同事業における優先的な中央会採択を行うこと。(新、静)　　
（６）年々厳しくなる建設業及び物流業の人手不足に対する抜本的対策及び人件費負担
軽減のための助成策を講じること。(静)
（７）中小企業の従業員雇用に関する助成金や職業能力開発支援等の充実強化を図ること。
(埼)
（８）若年層をはじめ女性・シニア等多様な人材の雇用促進と採用意欲の高い中小企業とのマッチング事業を継続すること。(長)　
(９) パートタイム労働者の持続的な就労促進のため、所得税・住民税の非課税限度額を大幅に引上げるとともに、社会保険の適用年収基準の引上げや、パートタイム労働者等短時間労働者について中小企業への厚生年金・健康保険の適用拡大は行わないこと。(茨)

（10）「働き方改革」の推進にあたっては、気運の醸成を図るとともに中小企業の実情に即したきめ細かい支援措置を講じること。また、中小企業両立支援助成金などの関係する助成金制度の手続きの簡素化を図ること。(東)
２．最低賃金の見直し
　【茨城・栃木・埼玉・千葉・神奈川・山梨・東京】
（１）最低賃金については、地域の経済情勢や雇用動向、中小企業の生産性向上、支払い能力等を踏まえて適切な設定を行うこと。（茨、栃、埼、千、神、東）
（２）特定（産業別）最低賃金は、廃止すること。（茨、栃、埼、千、東）
（３）最低賃金の改定にあたっては中小企業の生産性のアップに繋がるような経営体質を強化できる助成金の支援等の拡充措置を講じること。（山）
３．社会保障制度・労働保険制度の見直し

【茨城・埼玉・千葉・神奈川・山梨・新潟】
（１）社会保障制度の見直しに当たっては、現下の中小企業の経営実態等に十分に配慮し、過度な事業主負担とならないよう、次の措置を講じること。
（茨、埼、千、神、山、新）
① 厚生年金、健康保険の保険料の安易な引き上げは行わないこと。
② 全国健康保険協会（協会けんぽ）に対する国庫補助金の補助率を法律上の上限である２０％に引き上げること。
③ 雇用保険制度に係る国庫負担割合を法律の本則である２５％に速やかに戻すこと。
④ 厚生年金基金の解散、これに伴う厚生年金代行部分の返済義務等については、中
小企業が事業を継続できるよう特段の措置を講じること。

４．外国人技能実習生制度の適正化

　　【茨城・栃木・群馬・埼玉・新潟】
（１）技能実習生の受入対象業種の拡大、受入人数枠の拡大を行うこと。（群、埼、新）
（２）事業協同組合等の行う入国管理局への事務手続きについて、簡素化を図ること。（埼）
（３）技能実習生に対する厚生年金保険及び雇用保険の加入については、特例措置を設けるなどして、全額免除とすること。(茨、栃、新)

工　　　業

１．ものづくり・商業・サービス革新事業の継続・拡充
　【栃・埼・千・長・静】
（１）ものづくり・商業・サービス革新事業は、中小企業の設備投資や経営革新に顕著な効果をあげていることから、今後とも事業の継続・拡充を行うこと。(栃、埼)

（２）２７年度補正によるものづくり補助金の継続及び補助事業終了後の管理費用の予算
措置を実行すること。(静)

（３）２４、２５年度補正によるものづくり補助金実施企業を対象とした継続支援事業に対する予算措置を講じること。(静)

（４）成長が見込まれるエネルギーや医療、航空宇宙といった次世代分野に参入し、事業
の構造転換を図る中小企業・小規模製造業支援の拡充強化を図ること。
　　　未だ景気回復の実感のない地方経済を牽引する製造業に対し、「ものづくり・商業・
サービス革新補助金」等の支援施策の継続並びに大学等との連携促進・強化を図るための予算措置を講じること。(埼、長)
(５) 革新的な取組にチャレンジする中小企業・小規模事業者に対する試作品・新サービ
ス開発、設備投資等の支援を恒久化すること。(千)
２．環境・エネルギー対策の充実・強化
【茨城・群馬・埼玉・神奈川・山梨・静岡】
（１）安全性の確保を前提に、安価で安定的なエネルギー供給が、我が国の更なる経済成長を実現していくことにつながることから、バランスの取れたエネルギーミックスによる電力供給政策を講じること。(群、埼)　

（２）再生可能エネルギー固定価格買取制度の賦課金は、昨年度より倍増しており、今後も上昇することが見込まれている。そのため、制度全般の見直しにより、調達価格の引き下げ、賦課金の上昇を可能な限り抑制すること。(群、埼)　

（３）電力コストの低廉化、安定供給の維持、エネルギー自給率の向上、環境負荷低減の観点から、将来における電源構成においても原子力を維持していく必要がある。このため安全が確保された原子力発電所については、早期の運転再開を講じること。
(群、埼)

 (４) 地域工場・中小企業等の省エネルギー設備導入補助金の継続を図ること。(神)

(５) クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金の継続と拡充を図ること。

 (神)
(６) 産業の根幹となる電力などのエネルギーについては、長期的な視点に立って安定供
給を確保し、中小企業の経営を圧迫しない措置を講じること。(茨)
(７) 中小・小規模企業の省エネ・新エネ設備の導入が促進されるよう、各種支援策や優遇措置などの一層の拡充と推進を図るとともに、手続きの簡素化を図ること。(山)

(８) 地域工場・中小企業等の省エネルギー設備導入補助金の中小企業枠並びに中小企業組合枠を創設すること。(静)　
３．下請取引の適正化等
【群馬、埼玉、新潟】
（１）下請事業者の適正な収益確保と親事業者への安定供給のために、より一層の取引価格の適正化に万全な対策を講じるとともに、親事業者の優越的地位の濫用の不公正取引に対する取締り等の法的措置を一層強化すること。(埼)
（２）元請企業の優越的地位の濫用等の不公正な取引により、下請企業は不当なしわ寄せを受けている現状があることから、独占禁止法等の関係法規に則った指導・監督を引き続き徹底すること。(群、新)
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